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（午前１０時 開会） 

○上村高義委員長 おはようございます。 

 ただいまから民生常任委員会を開会し

ます。 

 理事者から挨拶を受けます。 

 森山市長。 

○森山市長 おはようございます。 

 皆さんには何かとお忙しいところ、民生

常任委員会をお持ちいただきまして大変

ありがとうございます。 

 本日は、過日の本会議で当委員会に付託

されました案件についてご審査を賜りま

すが、何とぞ慎重審査の上、ご可決賜りま

すようよろしくお願いいたします。 

 一旦退席させていただきますが、どうぞ

よろしくお願いいたします。 

○上村高義委員長 挨拶が終わりました。 

 本日の委員会記録署名委員は山崎委員

を指名します。 

 審査の順序につきましては、お手元に配

付しております案のとおり行うことに異

議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○上村高義委員長 異議なしと認め、その

ように決定します。 

 暫時休憩します。 

（午前１０時１分 休憩） 

（午前１０時２分 再開） 

○上村高義委員長 再開します。 

 議案第４１号所管分の審査を行います。

本件については補足説明を省略し、質疑に

入ります。 

 市来委員。 

○市来賢太郎委員 おはようございます。 

 それでは、質問をさせていただきます。

補正予算書の６ページ、７ページの歳入の

ところからお聞きします。 

 款１４国庫支出金の低所得者保険料軽

減負担金と款１５府支出金の低所得者保

険料軽減負担金という補正が入っていま

すけれども、念のためにもう一度補正に至

った経緯等から教えていただきたいと思

います。 

 それと、歳出の方ですけれども、介護保

険特別会計繰出金について、これも補正に

至った経緯と、あと、庁用器具費とありま

すけれども、これが何かを教えてください。

以上です。 

○上村高義委員長 鈴木保健福祉部参事。 

○鈴木保健福祉部参事 それでは、国庫負

担金及び府負担金の低所得者保険料軽減

負担金についてご説明申し上げます。 

 この軽減の負担金につきましては、当初、

消費税が１０％の導入をされたときに介

護保険料の低所得者対策として完全実施

をする予定でありましたが、１０％の導入

が延びたことによりまして、低所得者の第

１段階の方のみの減額をするという制度

に変わりました。 

 今回、第１段階の方は約４，０００人の

方がおられまして、その方の保険料の料率

を０．５から０．４５に引き下げまして保

険料を徴収することになります。そうなり

ますと、本市としましては保険料の徴収が

減額となりまして、１，３１０万４，００

０円の減額となります。この減額となる財

源に対して今回計上しております、国から

６５５万２，０００円、府から３２７万６，

０００円、補助金の負担率でいいますと国

が１，３１０万４，０００円の２分の１、

府が４分の１、本市の方が一般会計から４

分の１の３２７万６，０００円を加算しま

して、１１ページにございます介護保険特

別会計への繰出金としまして、減額分の同

額１，３１０万４，０００円を繰り出しし

て会計処理を行う内容でございます。以上
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でございます。 

○上村高義委員長 東澗保健福祉部参事。 

○東澗保健福祉部参事 補正予算書１０

ページ、社会福祉費の備品購入費は書類保

管用のＡ４・三段キャビネット３台分でご

ざいます。 

○上村高義委員長 市来委員。 

○市来賢太郎委員 庁用器具費について

はわかりました。ありがとうございます。 

 国庫負担金と府負担金のところですけ

れども、当初１０％という消費税の中で出

た政策の中で一旦見直しとなったので、こ

ういう補正に至ったという内容はわかり

ました。また、これは状況が変わって１

０％になったら、そのときにまた改めて考

えられて、それに対応されるということで

考えてもよろしいのかということと、あと

第１段階の方は０．５か０．４５まで下げ

られたという方ですけど、そのほかの方に

ついてはまだ据え置きということになっ

ていると思いますけれども、その人たちに

ついては今後どういう見通しになるのか

ということだけ教えていただきたいと思

います。 

○上村高義委員長 鈴木保健福祉部参事。 

○鈴木保健福祉部参事 それでは、市来委

員のご質問にご答弁申し上げます。 

 今回、第１段階の方のみの引き下げとい

う形で対応させていただきますけれども、

消費税が１０％の導入をされる予定であ

ります平成２９年４月におきましては、第

１段階だけではなく第２段階、第３段階の

方も減額いたします。保険料率でいいます

と、第１段階の方が０．３に、第２段階の

方が０．４５に、第３段階の方が０．７に

減額する予定でございます。これにつきま

して、平成２９年度にこの減額を実施する

ことによりまして８，２２１万１，２２０

円の減収が起きます。これにつきましても

国が２分の１、府が４分の１、市が４分の

１を出しまして、介護保険の特別会計に繰

り入れをしまして、運営を行うという形で

予定しております。以上でございます。 

○上村高義委員長 市来委員。 

○市来賢太郎委員 内容についてはよく

わかりました。市の財政の中でやりくりを

していかないといけない中で大変だとは

思いますけれども、介護保険料はそんなに

安くないと思っている方もいらっしゃる

と思います。だけども、市の中で、あとは

国と府の補助をもらいながらやりくりを

していかないといけないということで適

切な対応をよろしくお願いいたします。以

上です。 

○上村高義委員長 ほかにありませんか。 

 増永委員。 

○増永和起委員 それでは、６ページ、７

ページの、今、市来委員もご質問をされて

いましたけれども、生活困窮者自立支援負

担金とそれから低所得者保険料軽減負担

金、生活保護適正実施推進事業補助金、歳

出にもかかわるとは思うんですけれども、

介護保険の問題と生活保護の問題につい

て質問をさせていただきます。 

 まず、介護保険の部分ですけれども、今、

市来委員の質問の回答の中で消費税が１

０％に増税をされるときに完全実施をす

るというようなお話で、どれだけの方々に

対してのものかというふうなこともご説

明がありました。もともとの政府の案では、

広範囲にわたって一応介護保険上の低所

得者軽減を行うと、たしか１，３００億円

国としては投入するというようなお話だ

ったのではなかったのかなというふうに

思うのですが、それが８％には増税したけ

ど１０％を先送りにしたということで、本



- 4 - 

 

当にわずかな軽減しか今回はなされない

ということについては、非常に３％も消費

税が上がったにもかかわらず、それを介護

保険料に対してどれだけの中身をよくし

たのかと。社会保障に全額使うと言ってい

たにもかかわらず非常にその内容が少な

いということについては、甚だ遺憾だと思

いますので、まず、ぜひその問題について

は摂津市からも国に向けてもっとしっか

り介護保険に対して財源を入れるように

ということを言っていただきたいと一つ

は思っております。 

 それと、今８，２２１万１，２２０円と

いうのが消費税１０％に引き上げられる

平成２９年４月のときに、全て今まで約束

していた政府が言っていた軽減をすれば

年間これだけが摂津市に財源として、この

国・府・市それぞれ割合はあるでしょうが、

これだけがあればできるというようなこ

となのか、一応そこをもう一回確認をした

いと思っております。 

 それと、もう一つは、今回も一旦決まっ

た介護保険料が途中で変わるということ

になるわけだと思うんです。今までは介護

保険料というのは、その１つの期の間は同

じ金額でずっといったと思うのですが、ま

だ介護保険料は７月からだと思いますの

で、そういう通知の前ではありますけれど

も、一旦決まったものが変更になるという

ことになると思うんです。今さっきのお話

ですと、平成２９年の４月に政府が言って

きたことをきちんと履行して介護保険料

の引き下げに財源を入れるということに

なると、これも第６期の途中で保険料引き

下げということが、改定ということが行わ

れると。ということは、期の間でそういう

ふうに保険料が変わるということがあり

得るということになるのか、それについて

もお示しいただきたいと思います。介護保

険に関しては、まずそこまでお聞きしたい

と思います。 

 それから、生活保護の問題です。システ

ム改修費に使われるということです。制度

が変更するということでこのシステムの

改修が行われるのだと思うんですけれど

も、その変更の内容、それから影響額です

ね、それぞれ冬季加算とかそれから住宅扶

助があると思うんですけれども、それぞれ

について教えていただきたいと思います。 

 それから、冬季加算は全世帯にかかわる

のだと思うんですけれども、住宅扶助の場

合は変更になって、影響を受ける世帯とい

うのがどれぐらいになるのか、これもわか

れば教えていただきたいと思います。 

 それから、自立支援の方ですけれども、

いろいろと先ほどの市来委員のお話でも

ありましたけれども、庁用器具を買われた

りとかそういうことで準備が進んでいっ

ていると思うんですけれども、既に具体的

にこういう活動が行われていますという

ことがあれば、相談がこんなふうに広がっ

ているとか、以前のお話では子どもたちに

学習支援みたいなことも言われてたかと

思うんですけれども、そういうことが既に

始まっているのかについても教えていた

だきたいと思います。１回目は以上です。 

○上村高義委員長 鈴木保健福祉部参事。 

○鈴木保健福祉部参事 それでは、増永委

員のご質問にお答えいたします。 

 まず、消費税が完全実施になった折には、

先ほど申し上げたように平成２９年４月

から完全実施をさせていただく訳ですけ

れども、本市としましては国の示す政令に

応じて適切にやっていきたいという考え

をしております。それで、今回の２９年４

月から実施することにつきましては、先般、
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国の方から平成２７年１月１１日付で厚

労省の老健局の方から平成２９年４月か

ら本格実施するという通知をいただいて

おりますので、それに向けて低所得者対策

を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、先ほど私が申し上げました８，２

２１万１，２２０円があれば低所得者対策

ができるのかというご質問に対してです

けれども、平成２９年の給付費で勘案しま

して、こういう保険料が設定されているわ

けですけれども３年間均衡ということで、

それで計算しますと先ほど申し上げた部

分が減額となります。この減額分を補うた

めに国が４,１１０万５，６１０円、府が２,

０５５万２,８０５円、市も同額で２,０５

５万２,８０５円等の拠出をしまして、低

所得者対策を実施していくという状況に

なります。 

 次に、介護保険料は３年間の料金を徴収

する形で１期ごとに設定いたします。この

保険料が変わることがないのかというご

質問ですけれども、基本的には変わること

はございません。今回の消費税の導入によ

りまして基準額は変わっておりませんけ

れども、その低所得者に対する減額分を繰

り入れして対応するという形ですので、保

険料自体は変更しておりません。保険料自

体が変更になる可能性としましては、今回

の保険料等の対応ではありませんけれど

も、例えば給付費が急増しまして介護保険

料の財源が不足した折等につきましては、

一定暫定的に保険料を上げるというよう

な手法自体は不可能ではないですけれど

も、本市につきましてはそういうことは今

のところ全く考えておりません。以上です。 

○上村高義委員長 東澗保健福祉部参事。 

○東澗保健福祉部参事 補正予算書１０

ページ、生活保護システム改修委託料です

が、これは今回法律改正になりました住宅

扶助の基準及び冬季加算の見直しに対応

するものでございます。具体的なシステム

改修の内容は、まず第１番目としまして数

値の変更。２番目といたしまして、住宅扶

助で従前３つの区分で上限が設定されて

おりましたが、新しい内容では５つの区分

になり細分化されたので区分の追加。３番

目に新たな項目として、床面積別上限額の

設定などでございます。 

 この改定による影響額でございますが、

本市独自での試算はできておりませんが、

国から出ている全体のベースで見ますと、

２７年度で３０億円程度の減、２８年度で

１２０億円程度の減、２９年度で１８０億

円程度の減、３０年度以降で１９０億円程

度の減となっております。 

 次に、冬季加算分の影響額ですが、これ

も本市の全体分は試算できておりません

が、従前は１人世帯の場合３，０８０円で

あったのが２，８００円になります。 

 次に、住宅扶助の改定によって世帯に影

響を及ぼす状況でございますが、これも個

別の細かい数字については出ておりませ

んが、ケースワーカーの一人に確認をした

ところ、そのワーカーの持ち数の半分ぐら

いの世帯に影響が出てくるように聞いて

おります。 

 それから、生活困窮者自立支援事業の状

況でございますが、自立相談支援事業の相

談件数ですが、４月が２２件、５月が１７

件でございます。また、学習支援の状況で

ございますが、５月の下旬より実施してお

りまして、現在４名のお子様に来ていただ

いております。 

○上村高義委員長 鈴木保健福祉部参事。 

○鈴木保健福祉部参事 １点、答弁漏れが

ありました。 
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 増永委員からご質問いただきました、今

回の軽減に対する取り扱いの国への要望

につきましては、本市は北摂課長会を通じ

まして、この低所得者に対する財源の確保

につきましては確実に履行していただけ

るように要求していきたいと考えており

ます。以上です。 

○上村高義委員長 増永委員。 

○増永和起委員 介護保険の要望をぜひ

お願いしたいと思います。介護保険の方の

第２回目の質問をさせていただきます。 

 非常に皆さん生活が苦しい中で介護保

険は年金から天引きされる方が多いわけ

です。おのずと生活に使えるお金が減らさ

れるということで、本当につらいという声

をたくさん聞いています。特にやっぱり低

所得者対策というのは消費税が上がり、消

費税だけじゃなくて物価も上がり、そうい

う中で本当に待ったなしに軽減が求めら

れているところだと思うんですけれども、

この１億円に満たない額で一応今まで政

府が言っていた低所得者軽減というのが

大体できるのかなというふうに思います

ので、ぜひとも摂津市独自で一般会計から

繰り入れるようご検討いただいて、この引

き下げについて何分努力していただきた

いと思います。期間の途中でも低所得者に

対する軽減であればできるというお話も

ありましたので、ぜひその様にしていただ

きたいと思います。この一般会計からの繰

り入れについて厚労省の方は、三原則とい

うんですか、保険料の全額免除、収入のみ

に着目した一律の免除、加えてこの保険料

減免分に対しての一般財源の繰り入れは

不適切であるというような、今までＱ＆Ａ

とかで出していると思うんですけれども、

これに関しては法的な拘束はないと国会

答弁などでもされていると思います。あく

までこれは助言であって、それによってい

ろいろと自治体が考える場合は、やはりあ

くまで法定受託事務ではなく自治事務で

あるということで、各自治体にその権限は

あるということが今までの国会答弁やそ

の他いろいろな、日本共産党の新聞機関紙

であります「しんぶん赤旗」の質問に対し

て厚生労働省の回答もそういうことを言

っております。経過措置もしないと明言を

しておりますので、ぜひともそこについて

お願いしたいと思っています。それについ

てお考えをお聞きしたいと思いますので、

よろしくお願いします。 

 それから、生活保護の方です。今、非常

に住宅扶助について影響を受ける世帯が

多いと、約半数ということで、それはその

ケースワーカーさんの場合であるとして

も一人当たり１００を超えるケースを持

っておられるわけですよね。そのうちの半

分ぐらいがそうだということで、その方が

特別だとは思いません。大体の皆さんはそ

うだろうと推測されますので、本当にたく

さんの方がこの変更によって影響を受け

はるんだというのがわかってちょっとび

っくりもしているところなんですけれど

も。いきなりこれをやられようとしても非

常に困難があるなというのがこの数から

見てもわかります。それに対して政府の方

も一定の緩和措置というのですか、こうい

う場合は限度額を超えているからといっ

てすぐに検討しなくてはいけないとか、時

期を広げて待ってもいいというようなこ

とも考えてはると思うんです。そこについ

て詳しく説明をいただきたいと思います。 

 それと、自立支援の方です。今、それぞ

れ件数も話をお聞かせいただきました。も

ちろん個人情報にかかわる部分は省いて

いただいていいですけれども、どんな相談
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があったのかという具体的なところをも

し教えていただけたら、全部じゃなくて結

構ですので、特徴的なものがあればお願い

したいと思います。 

 学習支援の方も５月の下旬から実施さ

れていて、４名の子どもさんが来られてい

るということですけれども、毎月行われる

んですかね、これについてももう少し詳し

く教えていただけたらなと。それで、子ど

もさんの第１回をやった感想とかがある

んでしたらお願いしたいと思います。２回

目は以上です。 

○上村高義委員長 鈴木保健福祉部参事。 

○鈴木保健福祉部参事 それでは、増永委

員の２回目の質問にご答弁申し上げます。 

 介護保険料の一般会計の繰り入れ等を

活用して低所得者の対策をというご意見

かと思います。介護保険料を算定するに当

たりまして、原則的な動きの中で一般会計

からの繰り入れについては対応していな

いという制度になっておりますので、一般

会計からの繰り入れによって保険料を軽

減していくような根本的な制度構成にな

っておりません。ただ、介護保険料は所得

の段階に応じて納めていただくように国

が６段階から９段階に第６期では細分化

しましたけれども、本市におきましては１

２段階の細分化を行いまして、低所得者に

配慮した区分を設定しております。第２段

階では本来０．７５を０．７に引き下げた

対応もしておりまして、本来の制度の中で

配慮したつくりをしていると考えており

ます。今後におきましては、この消費税の

対応の減額対応につきましては、本年度の

対応また平成２９年４月からの対応をき

っちりしていきたいと考えております。な

お、それ以外に低所得者の対策としまして、

本市の独自減免がございますので、状況に

よりましては、その方の相談の上、対応を

していきたいと考えております。以上です。 

○上村高義委員長 東澗保健福祉部参事。 

○東澗保健福祉部参事 まず、第１回目の

答弁のところで、冬季加算の改定後の金額

ですが、２，８００円と申しましたが２，

５８０円に訂正いたします。申しわけござ

いません。 

 それから、住宅扶助の改定でございます

が、委員がご指摘のとおり、例えば２人世

帯の場合、従前の上限は５万５，０００円

で、改正後は４万７，０００円となり８，

０００円という大きな影響が出てきます。

その中で厚生労働省の方からは経過措置

といたしまして、個別の事情による配慮措

置と住宅の安定に配慮した経過措置等を

出してきております。具体的な状況につき

ましては、個別の事情による配慮措置では、

車いす使用の障害者等で、特に通常よりも

広い居室を必要とする場合、高齢者等で従

前からの生活状況から見て転居が困難と

認められる場合、地域において住宅扶助上

限額の範囲内では賃貸される実態がない

場合が挙げられております。 

 次に、住居の安定に配慮した経過措置等

でございますが、住宅扶助上限額の減額の

適用を、契約更新まで猶予する。住宅扶助

上限額の範囲内の住宅への転居が必要と

なる場合は転居費用を支給する。転居が困

難なやむを得ない理由がある場合は見直

し前の額を適用するとなっております。 

 次に、生活困窮者自立支援事業の相談支

援の具体的な相談内容でございますが、こ

れは一つの相談ケースの中に複数の問題

点等がありますので、主なものを申します

と、収入と生活のことの相談が２２件、病

気や健康障害などの相談が１６件、家賃や

ローンの支払いの相談が１３件、仕事探し、
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就職については８件、家族との関係性につ

いては８件などとなっております。 

 次に、学習支援の状況でございますが、

現在までに３回実施しておりますが、お子

様４名は３回とも全員出席されていて、学

生側からの報告では、なかなか楽しみにし

ているように聞いております。また、授業

についていけないお子さんが多くおられ

る状況で、本当に基本的なことからスター

トしているのが現状とのことでございま

す。 

○上村高義委員長 増永委員。 

○増永和起委員 それでは、３回目の質問

をさせていただきます。 

 介護保険についてです。今、介護保険の

一般会計からの独自繰り入れということ

については対応していないとか、つくりに

なっていないというようなお話でした。し

かし、この一般会計の分で改正介護保険法

１２４条２項では国保の法定減免と同等

であるということになっていて、一般会計

繰り入れができないものではないはずで

す。国の単独の三原則を先ほど言いました

けれども、これはあくまで指導ではなく法

的根拠のない助言という形だということ

も、先ほども言いましたが、何回も確認を

されているところです。法定受託事務では

なく自治事務であるということも確認を

されていると思います。ここに関してはも

う一度しっかりと、できないのか、それと

も摂津はやろうとしないのか、ここを明確

にしていただきたいと思うんです。できな

いとおっしゃるのであれば、それは何に基

づいて法的な根拠とかそういうものにつ

いても明確に示していただきたいと思い

ます。ここをきちんと分けて回答をいただ

きたいと思います。 

 それから、現実問題としてどうなのかと

いうことについて、実際に今、一般会計繰

り入れを介護保険に対して行っている自

治体もあります。北海道などは稚内市、長

沼町、北杜市、ほかにも幾つかの町でこの

一般会計繰り入れを行っております。基金

に対しての繰り入れというような形をと

っているところもありますけれども。それ

から、埼玉県の美里町というところでも一

般会計の繰り入れが現実に行われていま

す。中央社保協が２０１４年に行ったアン

ケートでは、この一般会計の繰り入れとい

うものについて、第６期の手前でのアンケ

ートなんですけれども、検討しているとい

う自治体が回答した９５１自治体のうち

４１自治体、４％は一般会計繰り入れを検

討していると言っております。ですから、

この一般会計繰り入れというのは全くで

きないものではない、既に行っている自治

体もあるということで先ほど私が言いま

した、できるのか、できないのか、摂津市

がしようとしてないだけなのか、それとも

何か根拠があってできないのか、ここのと

ころはしっかりと明確にお答えをいただ

きたいと思っています。ぜひお願いします。 

 それと、独自減免ですね。この独自減免

については、摂津市の努力で行っているも

のだと思うんです。これも今どれぐらいの

数があるのかぜひ教えてください。余りた

くさん広がってないとお聞きをしている

のですけれども、何でそれがたくさんの利

用にならないのかというところについて

も見解があれば教えていただきたいと思

います。 

 それから、今回、第１段階については

５％引き下がるということになるんです

けれども、この独自減免をして第１段階相

当といいますか、金額になった場合もこの

５％引き下がった形ではないとお聞きし
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ております。それはどういう理由なのか、

またそれを解消するためには先ほど言い

ました一般会計繰り入れなどが必要にな

ってくるのではないかとも思いますので、

これについてもお答えください。 

 次に、生活保護です。今、個別の事情と

か住宅の安定に配慮して幾つかの形でこ

の住宅扶助費が引き下がっても緩和され

るといいますか、そういうことがあるとい

うふうにお伺いをいたしました。半数に当

たるぐらいの方々が住宅扶助費の引き下

げによって影響が及ぶというようなこと

で本当に大変なことだと思いますので、や

はりそこは一つ一つきちんと相談に応じ

ていただいて、しっかりとした対応をして

いただきたいと思っています。 

 私が情報を得ているところで言います

と、まず１つは、先ほどもお話にありまし

たけれども、新基準は契約の更新時期が来

るまでは猶予されると聞いています。更新

時期が定まっていない場合でも平成２８

年６月まで猶予されるというふうに聞い

ております。これについて、それが正しい

のかということについても一つ。 

 それから、第２番目には、世帯人数、世

帯の状況、当該地域の住宅事情によりやむ

を得ない場合には、一般基準の１．３倍の

特別基準を設定してもらうことができる

というのが局長通知第７―４―１ですか

ね、というのに書かれているというふうに

聞いています。これについて少し説明をお

願いします。 

 それから、３番目には通院や通所をして

おり、転居によって通院等に支障を来すお

それ。また、就労や就学をして転居によっ

て通勤または通学に支障を来すおそれ。高

齢者、身体障害者等であって、日常生活に

おいて扶養義務者からの援助や地域の支

援を受けて生活をしている場合。こういう

場合は、引き下げ前の旧基準を適用できる

というふうに聞いています。これについて

ももう少しご説明いただきたいと思いま

す。 

 それから、４番目に転居が必要とされた

場合であっても、文書による転居指導が許

されるのは限度額相当に上回る家賃のア

パートに入居しており、明らかに最低生活

の意義に支障があると認められる場合に

限られるということで、金額がオーバーし

ているからといってすぐに何もかも転居

だということではないというふうなこと

も伺っております。これについても、それ

で正しいのかということを教えていただ

きたいと思います。 

 それから、自立支援の方ですけれども、

いろいろ相談が寄せられているというこ

とで収入と生活だとか、病気の問題、それ

から家賃やローンの問題ですかね、いろん

なことが相談に寄せられていると今ご紹

介がありました。そういう中で以前からも

お話を聞いていましたけれども、やはり生

活保護の方でこれは対応していかなくて

はいけないという部分については、きちん

とそういう対応をしていただきたいなと

思いますので、ここについても確認がした

いのでぜひよろしくお願いします。 

 学習支援の方は、子どもたちが楽しみに

しているということを聞きましたのでほ

っとしているところなんですけれども、や

はり非常に繊細な時期の子どもさんだと

思っております。そういう保護の世帯にあ

る子どもたちが集まって、中身は大変いい

内容であるとしてもいろんなプライバシ

ーの問題とかもありますのでぜひ配慮も

していただいて、これからもこれについて

はしっかりと見ていっていただきたいな
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と思っております。これはご回答いただか

なくても結構です。あとの部分については、

学習支援のところ以外については答弁し

ていただきたいと思いますので、よろしく

お願いします。 

○上村高義委員長 鈴木保健福祉部参事。 

○鈴木保健福祉部参事 それでは、増永委

員の３回目のご質問にご答弁申し上げま

す。 

 まず、一般会計の繰り入れについては、

介護保険制度の動きの中におきまして、ま

ずは給付費の想定をいたします。この給付

費に基づいて国、府、市、第１号の被保険

者、第２号の被保険者等で負担していただ

く大前提の制度でございます。本市としま

しては、その基本的な制度に基づいて第１

期から取り組んでおりまして、現在の動き

の制度で継続していきたいと考えており

ます。ですから、一般会計の給付に対する

繰り入れは今のところは考えておりませ

ん。 

 次に、独自減免の実績はということでご

答弁を申し上げます。 

 ２６年度の独自減免の実績としまして

は１５名、額としまして１７万４０８円の

減額を行いました。平均１万１，３６０円

の減額となる対応をいたしております。 

 また、件数が少ないのではないかという

ご質問をいただいております。介護保険料

は先ほどもご答弁を申し上げましたよう

に基準額がございまして、第１段階は料率

を０．５としまして、２分の１の保険料と

なっております。ご相談いただいた方につ

きましては、諸条件を勘案しながら対応し

て減額を行っているという現状でござい

ます。また、災害上の減免はこの２６年度

はございませんでした。 

 次に、この減免におきまして、この消費

税の対応の５％といいましょうか、０．０

５料率を引き下げる対応についても減額

の対象にしないのかという質問につきま

しては、この減免につきましては基準額に

基づいて０．５となっております２分の１

額に対して減免をしていただく制度であ

りまして、この諸制度導入の暫定的な減免

の対応を加味して対応するという対応に

はなっておりませんので、つけ加えさせて

いただきます。以上です。 

○上村高義委員長 東澗保健福祉部参事。 

○東澗保健福祉部参事 今回の改正によ

る経過措置と配慮措置についてでござい

ますが、細かい内容でお話しいただきまし

たが、我々といたしましては厚生労働省の

社会・援護局長が４月１４日に各都道府県

知事に通知しているとおりの対応で進め

ていきたいと考えております。その中で実

際の状況、被保護世帯の個別の生活状況を

十分考慮した中できめ細かく対応してい

きたいと考えております。特別基準の１．

３倍につきましては、これはまだ通知が生

きているものと考えておりますので、新た

な通知が出てこない限り特別基準を設け

た中での対応と考えております。 

 次に、生活困窮者自立支援の相談支援事

業でございますが、経済的な相談の中には、

もう既に生活困窮者自立支援事業では対

応ができないような状況から生活保護の

相談窓口につないで現在保護開始になっ

ている案件もございます。以上です。 

○上村高義委員長 増永委員。 

○増永和起委員 介護保険ですけれども、

今お話がありました分については、私が質

問をした部分ときちんとした対応ができ

てないのかなと思います。実際にしている

自治体というのがあるわけなんですよ。そ

ういう中でこの一般会計繰り入れという
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のができるのか、できないのかということ

についてきちんとお話をいただきたいと。

できるけど摂津市はやらないのか、それと

もできないのかということについて、もう

一回明確にご答弁がいただきたいと思い

ます。一般会計繰り入れを実際にやってい

るところが先ほどご紹介しましたように

あるわけです。そういう中で摂津市はやら

ないというんだったら、それは摂津市の姿

勢ですから、それはそれでそういうご答弁

なんだなというふうに思いますけれども、

できないんだということではないですよ

ねということについて、もう一回ご説明い

ただきたいと思います。 

 それと、独自減免についてはしていただ

いているということそのものは非常に大

切なことだと思うんですけれども、やっぱ

りハードルが高いということが少ないと

いうことにつながっているのではないか

なというふうに思います。条件の中には、

資産要件とかそういうことについてもあ

ったと思うんです。ですので、そこを独自

減免の中身も今後ぜひもう少し広がるよ

うに考えていっていただきたいと思いま

す。これは要望としておきます。 

 それから、生活保護の方ですが、４月１

４日の通達ですね。ここには結構具体的な

ことが書かれているのではないかと思い

ます。先ほど私が言ったのは、その中から

抜粋して書いている部分も多いんじゃな

いかなと思います。ぜひ、一つ一つの事情

に対応していただいて、本当に住宅が変わ

るというのはそれぞれのご家庭にとって

は大変なことだと思いますので、きちんと

ご家庭、ご家庭についてしっかりと配慮も

していただいて、できるだけそこのご家庭

にとって不利益のないような形で対応し

ていただきたいと思いますし、これはそも

そも生活保護の扶助額の切り詰めだと思

うんです。これについてはしっかりと国に

対して、本当に憲法で保障されたそういう

生活する権利について守られるもの、さっ

きの冬季加算もそうですけれども、国に対

してもしっかりと声を上げていただいて、

これは職員の方々にとっても、特に住宅の

分は、本当に負担の大きいことだと思うん

ですよ。これを本当にしゃくし定規に行お

うとすれば大変な問題がいっぱい起きて

きて、職員の方々にも負担が物すごく大き

くなってくると思うんです。そういうとこ

ろからもぜひ政府の方にしゃくし定規な

運用をしないことと、今回の分については

撤回するように求めていただきたいと思

います。これは要望にしておきます。ぜひ

お願いをします。 

 それと、自立支援の方ですが、生活保護

につないだ例もあるということで、この自

立支援が水際作戦に使われるんじゃない

かということがいろいろと懸念もあると

ころなんですけれども、摂津市ではそうい

うふうなことではなくて、反対に相談に来

られた方にとって一番いい状態を一緒に

考えるという制度になっていて、生活保護

が必要な方はそこへも繋いでいるという

ふうに今ご答弁を聞いて思いましたので、

ここに関してはぜひこれからもそのよう

な形で対応していただきたいなと思いま

すので、よろしくお願いいたします。これ

は要望にしておきます。 

○上村高義委員長 そうしたら、増永委員

が、今、一般会計の繰り入れについては端

的に質問されているので端的に答えてい

ただいて、今までの流れの中で、同じ答弁

になるかもしれませんけど、よろしくお願

いします。 

 鈴木保健福祉部参事。 
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○鈴木保健福祉部参事 ご質問にお答え

します。 

 介護保険特別会計の一般会計の繰り入

れにつきまして、できないものではないと

認識しております。ただ、本来の介護保険

制度の趣旨を考えますと、国、府、１号被

保険者、２号被保険者等の負担の原則に成

り立って行う保険制度でありますので、引

き続きその原則に基づいて進めていきた

いと考えております。以上です。 

○上村高義委員長 ほかにございません

か。 

 山崎委員。 

○山崎雅数委員 私からは生活保護のシ

ステムの改修について。 

 この予算ができてからシステム改修と

いうことになろうかと思います。制度その

ものが来月７月から基準そのものが変わ

ります。冬季加算については１１月からな

んですけれども、このシステム改修がされ

てコンピューターが動き始めるというか、

運用の時期をどのくらいと見てはるのか

をお聞かせいただきたいと思います。早速

来月からの改定ですので生活保護利用者

の方々への周知、５段階に変わればあなた

はどこになりますよというようなことも

周知されるのかどうかと。 

 それから、先ほど増永委員が言ってはっ

たように、家賃については運用を柔軟に行

っていただくという点では、システム改修

がされて基準で家賃の基準額というのは

決定されても、また手計算でされるかコン

ピューターの中に運用面でのシステムが

計算されて現行の家賃が出るというふう

なシステムなのかわかりませんけれども、

そういったことがきちんとできるのかど

うか、それをお聞きしたいと思います。 

○上村高義委員長 東澗保健福祉部参事。 

○東澗保健福祉部参事 今回のシステム

改修につきましては、国からは今年の１月

に概要が説明されておりましたが、実際に

私どもの方に、都道府県からおりてきたの

は３月末という状況で、本来であればこれ

は当初予算で計上するべきものですが、具

体的な細かい内容が分らない状況から、今

回補正予算を計上させてもらっていると

ころでございます。実際に運用は７月から

行っていきますので、非常にタイトな中で

作業を進めている現状でございます。 

 次に、被保護者への周知ですが、全体が

わかった後の、ことしの４月以降に、ケー

スワーカーが家庭訪問等で対象となられ

る世帯に、７月以降に住宅扶助が見直され

る話をさせてもらっています。また７月、

実際に改正のあるときに今回の住宅扶助

の改正で減額の対象となられる世帯等に

ついては通知文を出していきたいと考え

ております。 

 次に、増永委員のご答弁と重なりますが、

できるだけ、それぞれのその世帯の実態や

実情を考慮した中できめ細かく対応して

いきたいと考えております。以上です。 

○上村高義委員長 山崎委員。 

○山崎雅数委員 だから、もう本当に動き

始めているということで、運用に支障がな

いようにお願いをしたいと思うんですけ

れども。だから、７月から、今周知のこと

に関しては別に対象にならない人には結

局まだ知らせられてないわけですよね。け

れども、不安に思ってらっしゃる方もいら

っしゃるので、それこそ制度が変わったと

いうことは利用者の方には少なくとも、あ

なたは対象にはなりませんけれども変わ

っていますよというのも安心させるとい

う意味でもお知らせしていただければな

と思っています。 
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 それから、運用面については、それこそ

タイトなスケジュールでやっていますけ

れども、７月からの運用ですからそれこそ

間違いのないように。コンピューターがや

ってしまったから、いきなり家賃分があな

たの分減らされているじゃないかという

ようなことになったら、これは大変な話で

すので、それはしっかりと行っていただき

たいと思っております。大変ですけれども、

本当に生活ぎりぎりの利用者の方々です

からね。それこそ数百円、数十円でも間違

えたら大変な思いをされていますので、ま

たしっかりお願いをしたいと思います。私

からは以上です。 

○上村高義委員長 委員長からも、きめ細

やかな対応をするようにお願いをしてお

きますので、よろしくお願いします。 

 ほかにございませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○上村高義委員長 以上で質疑を終わり

ます。 

 暫時休憩します。 

（午前１０時５８分 休憩） 

（午前１１時００分 再開） 

○上村高義委員長 再開します。 

 議案第４２号及び議案第５０号の審査

を行います。 

 本２件については補足説明を省略し、質

疑に入ります。 

 山崎委員。 

○山崎雅数委員 先ほどの一般会計でも

介護保険の繰り入れの話もしてくれては

りましたので、それに関連してということ

ですけれども、独自軽減というのは一般会

計からの繰り入れを妨げるものではない

というのが確認されていますから、今回の

軽減はそれこそ第１段階だけですよね。第

１段階というのはそれこそ見てもらった

らいいように、条件は所得もないし、それ

こそ非課税だし、それこそ収入もほとんど

ないという方の段階なんです。そこからで

もこれだけの保険料を徴収している介護

保険の制度というのは非常に生活費に公

租公課をかけないというところからほと

んど逸脱したような制度だと私は考えて

おります。ですから、もっと軽減措置とい

うか、それこそ限度額を設けるぐらいの措

置が必要な段階に来ているのではないか

なと。この６期までにそれこそ３，０００

円以下から始まったやつが５，０００円に

なってきているわけですから、中間の保険

料そのものが。ですから、独自に軽減措置

が禁じられているものではないというこ

とであるならば、摂津市の６５歳以上の方

の生活を守るという点からでも軽減措置

というのは独自につくっていくべきだと

思いますけれども、いかがでしょうか。 

○上村高義委員長 鈴木保健福祉部参事。 

○鈴木保健福祉部参事 それでは、山崎委

員のご質問にお答えいたします。 

 低所得者対策というご質問ですけれど

も、介護保険におきましては第１段階の方

が現在約４，０００人からおられまして、

介護保険の対象者のうちの２０％を超え

ております。そういう現状を考えますと介

護保険料の負担を高額の所得の方にもご

負担していただいております、今現在４，

０００人の方が第１段階で基準額の２分

の１という形で保険料としては一番低い

金額を納めていただく現状となっており

ます。こういうことを考えた中、本市とし

ても独自減免を設定しまして、要望・ご相

談によりまして対応している現状です。先

ほども一般会計の方でご説明させてもら

いましたように、非課税の第２段階の方に

つきましても国基準の０．７５の料率から
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０．７に引き下げるなどして担当課としま

してもできるだけ低所得者に配慮した取

り組みで進めております。今後におきまし

ても、こういう姿勢では取り組んでいきま

すけれども、新たな一般会計からの繰り入

れ等で対応するというところまでは至っ

ておりません。以上でございます。 

○上村高義委員長 山崎委員。 

○山崎雅数委員 ほかの市町村のそれこ

そ軽減、先ほど言われたような、ぜひ研究

していただいて独自で摂津市でも対策を

とっていただけるように今は要望として

おきます。よろしくお願いします。 

○上村高義委員長 ほかありませんね。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○上村高義委員長 以上で質疑を終わり

ます。 

 暫時休憩します。 

（午前１１時４分 休憩） 

（午前１１時５分 再開） 

○上村高義委員長 再開します。 

 討論に入ります。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○上村高義委員長 討論なしと認め、採決

します。 

 議案第４１号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○上村高義委員長 全員賛成。 

 よって、本件は可決すべきものと決定い

たしました。 

 議案第４２号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○上村高義委員長 全員賛成。 

 よって、本件は可決すべきものと決定し

ました。 

 議案第５０号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。 

（挙手する者あり） 

○上村高義委員長 全員賛成。 

 よって、本件は可決すべきものと決定し

ました。 

 これで、本委員会を閉会します。 

（午前１１時６分 閉会） 

 

 委員会条例第２９条第１項の規定によ

り、署名する。 
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